
参考１ 
 

≪平成２７年度の推薦・審査の状況等を踏まえた主な修正点について≫ 

 
平成２７年度の推薦・審査の状況等を踏まえ、職業実践専門課程の推薦等に係る様式等を一部

修正しました。 
主な修正点は以下のとおりですので、職業実践専門課程の推薦等の手続きにおいて御留意くだ

さい。 
なお、今回の修正は、職業実践専門課程の認定要件に関する従来の解釈を変更するものではあ

りません。 
 
 
１．『専修学校の専門課程における職業実践専門課程の認定に関する規程』に関する実施要項 

 
＜推薦を行う時期について＞ 

○ 平成２７年度までは、推薦時期を１１月３０日までとしていましたが、書類不備等に対応す

るため、推薦時期を１０月３１日までとすることとしました。 

 

＜別紙様式１－１、１－２及び別紙様式４について＞ 

○ 事務負担軽減の観点から、別紙様式１－１及び別紙様式１－２と別紙様式４の内容を一致さ

せました。提出に当たっては、各様式間での記載が確実に一致していることを確認してくださ

い。。 
 
＜提出資料について＞ 

○ 新しい別紙様式１－１の中に、教育課程編成委員会及び学校関係者評価委員の名簿を組み込

むとともに、企業等委員の種別や選任理由を記載する様式３－１、３－２を作成するものとし

ました。 
 
○ 選任理由書の作成を求めることとしたことから、教育課程編成委員会等の企業等委員の承諾

書（本人の同意書及び企業等の承諾書）、教育課程編成委員会等の企業等委員の所属について概

要が分かる資料、学校関係者評価委員会の企業等委員の承諾書（本人の同意書及び企業等の承

諾書）、学校関係者評価委員会の企業等委員の所属について概要が分かる資料の提出は推薦を行

う当初の段階においては不要としました。しかし、審査の状況によって求めることがあります

ので、各学校はこれらを保管し、求められれば即時提出できるようにしておいてください。 
 

＜別紙様式５について＞ 

○ 平成２７年度から、名称等の変更が行われた際には、たとえ学年進行※による場合であって

も、変更があった年度の１０月３１日までに、届出を行うものとしています。 
○ この点、別紙様式５の備考欄は、告示には掲載されないため、学則等において、名称等の変



更が一斉変更なのか学年進行なのか明らかにされていることが必要となります。その旨が、旧

別紙様式５において明記されていなかったため、追記しました。 
※ 学年進行とは、学科の名称等変更が行われた際に、名称等変更前から当該学科に在籍する生

徒については、新学科名等を適用せずに旧学科名等のまま卒業させ、名称等変更後に入学した

生徒から新学科名等を適用することを指します。 

 

２．「専修学校の専門課程における職業実践専門課程の認定に関する規程」に関する記入要項 

 
＜教育課程編成委員会等の委員構成について＞ 

○ 設置者が同一の複数の学校で複数の推薦学科の名称が同一であった場合の、教育課程編成委

員会の設置の仕方に関するルールが不明瞭であるとの指摘があったため、あくまで、推薦学科毎

に１人ずつ③の委員が必要である旨を明記しました。 
 
３．「職業実践専門課程」に関する主な質問に対する基本的考え方 

 
＜研修に関する諸規程を整備する時期等について＞ 

○ いつの時点までに研修に関する諸規程を整備するか等について不明瞭であるとの指摘があっ

たため、時期を明記しました。 

 


